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令和８年度 第１回佐久市介護保険事業計画等策定懇話会 議事録 

 

日 時 
令和８年７月２３日（木） 

午後２時３５分～午後３時５０分 
場 所 佐久市役所 議会棟 全員協議会室 

 

出席者 

 

〇佐久市介護保険事業計画等策定懇話会委員 

 （大井 美由紀委員、羽毛田 香里委員、今牧 健之委員、小島 秀文委員、 

小林 光男委員、松本 孝夫委員、栁沢 喜美子委員、櫻井 美智子委員 

相馬 喜代子委員、竹内 まさ子委員） 

※菅原 敏明委員、島田 千穂委員、湯浅 なつみ委員は欠席 

〇事務局（栁田市長、工藤福祉部長、高齢者福祉課 友野課長、吉江課長補佐、 

小泉係長、佐々木係長、吉澤係長、山岡係長、杉浦、静谷、 

臼田支所 市川課長補佐、浅科支所 井出係長、望月支所 小川係長） 

会 議 ・ 協 議 等 事 項 

 

 

 

 

 

栁田市長 

 

 

栁田市長 

 

 

 

 

 

 

 

小林副会長 

 

 

 

―令和８年度 佐久市介護保険事業計画等策定懇話会― 

１ 開会 

 

2 佐久市介護保険事業計画等策定懇話会組織説明 

 

３ 委嘱書交付 

市長より 10名の委員に委嘱書交付（欠席委員には後日郵送） 

 

4 市長あいさつ 

 

５ 会長・副会長選出 

会長  ：菅原 敏明委員（佐久医師会 会長） 

副会長：小林 光男委員（佐久市社会福祉協議会 会長） 

 ※菅原会長欠席のため、佐久市介護保険事業計画等策定懇話会 

設置要綱第５条３項に基づき小林副会長が会長職務を代行 

 

６ 会長挨拶 

   

７ 諮問 

栁田市長より小林副会長に諮問 
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小林副会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

委 員 

 

 

事務局 

 

 

 

委 員 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

８ 自己紹介（委員のみ） 

 

９ 審議事項 

（1） 佐久市老人福祉計画・第１０期介護保険事業計画について 

ア 第 10 期計画策定にあたって（資料２－１～３） 

イ 佐久市高齢者福祉の状況（資料３－１～２） 

ウ 第９期計画の進捗、実績（資料４） 

エ 高齢者実態調査・施設整備意向調査結果について（資料５－１～２） 

  

【質疑応答】 

〇資料３－１ 高齢者福祉の状況（４ページ） 

佐久市の要介護認定率は全国よりも低いとのことだが、その後の説明で認知症高

齢者が推計で8,500人程度いるという話があった。認定されていない方がそれだ

けいるということか。 

 

 （4 ページ下段の）グラフでお示ししているのは、要介護認定を受けている方の中の

認知症高齢者数である。日常生活には支障がなく、まだ介護サービスに繋がっていな

い軽度認知障害（MCI）の方のように、要介護認定を受けていない方々を含めると、

8,500人程度の推計になる。 

 

〇資料３－１ 高齢者福祉の状況（７ページ） 

1 人 1月あたりの介護サービス給付費が、令和5年度以降は国・県より低い状態

であるのはなぜか。 

 

令和 4年から5年にかけて、認定者数が約80名減少している。１つには新型コ

ロナウィルス感染症の影響も考えられる。 

（6 ページ下段グラフの）介護サービス給付費の推移をみると、令和4年度から5

年度にかけて約1億円減少している。比較的高額な施設サービスを利用されている

方もいるが、全体の給付費が減少しており、それを認定者数で割った当該数値が低

いと考えられる。 
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委 員 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

委 員 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

〇資料３－２ 第９期第一号保険料（19市） 

 佐久市の要介護認定率は 15.2%と（他市と比べて）低いにもかかわらず、保険料

基準額は5,650円である。認定率が高い市町村でも、同じくらいの基準額のところ

があるが、どのような要素でこの金額が算出されるのか。 

 

介護保険料は、介護サービスにどの程度の費用がかかるかという推計を出し、推

計値に対して保険料がいくら必要か試算し、1人あたりの保険料を決定する。 

佐久市は認定率が比較的低いものの、県内市町村と比較すると介護サービス事業

所や施設数が充実しており、必要な方がサービスを利用できる状況が維持されてい

ると考えている。介護保険料はそうしたサービスの需要と供給のバランス等の要素を

踏まえて決定される。 

 

〇資料５－１ 高齢者等実態調査結果報告書 

今後高齢者がどんどん増える中で、高齢者の支援体制の強化が必要となる。行政

の支援体制だけでは対応できないと考えており、近隣・地域での支え合いの体制づく

りを行っていかないと大変な状況になると思うが、行政としてどのように考えている

か。 

 

ご意見の通り、行政の力だけでは足りない部分がある。地域の皆様にも担い手に

なっていただくため、現在、地域で活躍していただける方を育成するお達者応援団育

成塾等の取り組みを実施している。行政だけでなく、地域の方々も含めた支援体制を

作っていければと考えている。 

 

（2） その他 

 第２回懇話会について 10月 29日（木） 13：30～ 

 報酬について 

 

10 閉会 

 

以 上 

 


